別記様式第1号
助成金交付申請書
年　　月　　日　　

　　北見市中小企業等振興助成金交付要綱の規定による助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

　　　北見市長　　　　　　　様

住　所　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　

記
　1　事　　由


　2　助成申請施設内容
	本店又は主たる事務所の所在地
	

	申請施設の所在地
	

	申請施設の名称
	

	申請施設事業開始予定年月日
	

	申請施設投資額
	円　

	【申請施設投資額の内訳】

	建　　　物
	㎡　
	円　

	そ　の　他
	
	円　

	組合員数（内訳別紙）
	人　

	（添付書類）
　1　決算書（個人は青色申請書等）1期分
　2　法人登記事項証明書（法人のみ）
　3　施設の見取図・設備配置図
　4　申請施設投資額明細書（別紙1）
　5　組合概要説明書（別紙2）
　6　組合員内訳（別紙3）
　7　新製品開発事業説明書（別紙4）
　8　従業員雇用増説明書（別紙5）




　別紙1

	名　　　称
	規格・能力
	数　量
	取得金額
	購 入 先

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	1　建物については、「名称」の欄に構造、「規格・能力」の欄に延べ面積、「数量」の欄に床面積を記入してください。
2　その他設備については、それぞれの欄に所要事項を記入してください。






　別紙2

	(1)　組合の名称
	

	(2)　組合の事務所の所在地
	

	(3)　組合長の氏名
	

	(4)　組合員数
	　　　　　　人
　　（このうち北見市に事業所のない者　　　人）

	(5)　組合員内訳
	別紙のとおり

	(6)　組合の設立年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	(7)　出資引受額
	1口　　　　　　円　　　　　　　　　　口

　　　　　　　　総額　　　　　　　　　　　　円

	(8)　組合の主な事業
	

	(9)　添付書類
	ア　登記事項証明書
イ　初年度及び次年度の事業報告
ウ　初年度及び次年度の収支予算書



　別紙3

	組 合 員 名
	所　　在　　地
	従業員数
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



　別紙4

	1　新製品開発事業の目的

	2　新製品開発事業の概要
　(1)　経過

　(2)　方法と規模

　(3)　実施の場所

　(4)　実施の期間

　(5)　担当者の氏名・略歴


	3　特許権・実用新案権に関する事項

	4　添付書類
　(1)　新製品開発に関する図面
(2)　新製品開発事業収支計算書



　別紙5
従業員雇用増説明書
	当該工場等の新築（増築等）に伴い増加した雇用者数
	直接生産（事業）等に従事する者
	
	　
人

	　
	上記以外の事務職員等
	　
	　

	　
	
	　
	人

	当該工場等の既存の設備に係る雇用者数
	　
	　

	　
	
	
	人


雇用内訳
	番号
	氏　　名
	生年月日
	業務の
種　類
	雇　入
年月日
	住　　所
	常用・臨時の別
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
1　「当該工場等の新築（増築等）に伴い増加した雇用者数」の欄には、当該工場等の新築又は増築等に伴い増加した雇用者（市内の同一企業内での配置換えの者は含まない。）のうち別表に定める要件を満たす雇用者の数を記入すること。
2　当該工場等において、生産又は事業に直接従事しない事務職員、守衛等は、「上記以外の事務職員等」の欄に記入すること。
3　「当該工場等の既存の設備に係る雇用者数」の欄は、当該増設等計画に係る工場等の工事完成前における決算期の雇用者数を記入すること。 


